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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第26期中までの潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

３．第26期以後の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 (千円) 2,655,365 2,757,126 3,079,276 6,005,764 6,383,419 

経常利益 (千円) 536,799 573,898 762,432 1,565,309 1,783,425 

中間（当期）純利益 (千円) 311,687 331,443 415,936 915,072 327,264 

純資産額 (千円) 9,248,203 9,977,597 10,088,841 9,853,119 9,985,365 

総資産額 (千円) 10,461,090 11,099,322 12,403,796 11,343,179 12,780,296 

１株当たり純資産額 (円) 1,227.50 1,324.62 1,344.44 1,303.88 1,321.60 

１株当たり中間(当

期)純利益 
(円) 41.37 44.00 55.28 117.62 39.26 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 88.4 89.9 81.3 86.9 78.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 311,850 146,826 230,207 993,372 1,048,845 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △40,415 △82,291 △3,067,493 △97,477 △167,936 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △151,414 △186,875 △257,430 △152,749 △189,057 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(千円) 5,009,857 5,510,641 3,230,117 5,632,982 6,324,833 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者

数] 

(人) 
267 

(45) 

265 

(49) 

292 

(54) 

265 

(45) 

264 

(49) 



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第26期中までの潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

３．第26期以後の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

４．第25期の１株当たり配当額24円50銭は、記念配当1円50銭を含んでおります。 

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 (千円) 2,604,224 2,713,470 3,032,768 5,905,569 6,306,352 

経常利益 (千円) 517,691 549,547 725,178 1,504,724 1,696,172 

中間（当期）純利益 (千円) 299,575 316,408 393,916 878,836 275,703 

資本金 (千円) 890,400 890,400 890,400 890,400 890,400 

発行済株式総数 (千株) 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 

純資産額 (千円) 9,045,629 9,735,863 9,788,561 9,626,420 9,707,106 

総資産額 (千円) 10,219,366 10,828,472 12,060,953 11,077,173 12,466,095 

１株当たり純資産額 (円) 1,200.61 1,292.52 1,304.42 1,273.94 1,284.65 

１株当たり中間(当

期)純利益 
(円) 39.76 42.00 52.36 112.81 32.41 

潜在株式調整後１株

当たり中間(当期)純

利益 

(円) － － － － － 

１株当たり配当額 (円) － － － 24.50 26.50 

自己資本比率 (％) 88.5 89.9 81.2 86.9 77.9 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者

数] 

(人) 
242 

(33) 

240 

(39) 

266 

(42) 

239 

(35) 

238 

(39) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社、以下同じ）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 当社グループでは、事業の特性等から事業の種類別セグメントを記載していないため事業部門別の従業員数を示

すと次のとおりであります。 

 （注） １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数の当中間連結会計期間平均雇用人員は（ ）に外数で記載して

おります。 

２．従業員数が前連結会計年度末に比べ２８人増加しましたのは、新卒採用９人、中途採用１７人によるもの

であります 

(2)提出会社の状況 

 （注） １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数の当中間会計期間平均雇用人員は（ ）に外数で記載しており

ます。 

２．従業員数が前期末に比べ２８人増加しましたのは、新卒採用９人、中途採用１７人によるものであります

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 

  平成18年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

開発部門 81( 6)  

営業部門 191(47)  

管理部門 20( 1)  

合計 292(54)  

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 266(42) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間における我が国の経済情勢は、「いざなぎ景気」を凌ぐ空前の景況感が高いレベルで推移してお

りますが、一方では給与所得が伸びない中、個人消費動向への波及効果は未だしの感があります。 

情報サービス産業においては、コンピュータ出荷台数はサーバ、クライアントPCとも前年比を上回る高い数値で順調

に推移し、その中でもビジネスユースが堅調に展開しています。また昨今企業の経営を揺るがす問題が発生したことか

ら、「内部統制」強化の側面からのIT投資加速化が見込まれるようになっております。 

当社における上半期の大きな動きとしては、本年5月に施行された「会社法」の制度改正が、バージョンアップ売上の

みならず新規売上の増加をももたらし、業績に大きく貢献しました。 

また、前期に引き続き「公益法人会計制度改正」に伴うバージョンアップ売上・新規売上が当上半期の業績に寄与い

たしました。 

戦略製品であるERP（統合型基幹業務システム）「PCA Dream21」は、想定したターゲットである中堅・中小企業に着

実に浸透してまいりました。しかしながらこのレンジでのERP製品の競争がSAP社の参入に代表されるようにますます激し

さを増す中、当社としては拡販への礎として、SI業者との取引開拓で成果をあげているパートナー増加策等を今後も進め

てまいります。 

連結対象会社である株式会社ケーイーシーは、当社製品の導入指導、ネットワーク環境構築等の事業を主体としてお

り、当社の連結業績に寄与しています。 

この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高3,079百万円（前年同期比11.7％増）、営業利益739百万円（前年同

期比36.5％増）、経常利益762百万円（前年同期比32.9％増）、中間純利益415百万円（前年同期比25.5％増）、となりま

した。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ3,094百万

円減少（前中間連結会計期間は122百万円の減少）し、3,230百万円となりました。 

 なお、当中間連結会計期間における各活動によるキャッシュ・フローの状況とそれらの主な増減要因は以下のとおりで

あります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、230百万円（前中間連結会計期間は146百万円の収入）となりました。 

 これは主に、税金等調整前中間純利益が760百万円（前中間連結会計期間比34.3％増）と売上債権の減少額223百万円計

上された一方、法人税等の支払額が515百万円（同8.5％増）となったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果支出した資金は、3,067百万円（前中間連結会計期間は82百万円の支出）となりました。 

 これは主に、定期預金の預入による支出が3,001百万円に加え、市場販売目的ソフトウェアに係わる無形固定資産の取

得による支出額が52百万円（前中間連結会計期間比2.7％減）によるものであります。 



（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果支出した資金は、257百万円（前中間連結会計期間は186百万円の支出）となりました。 

 これは主に、株主に対する配当金の支払額198百万円（前中間連結会計期間比7.7％増）及び自己株式の取得による支出

58百万円によるものであります。 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

（早期事業再生に資するキャッシュ・フロー指標群） 

※ 自己資本比率：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

３．債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、算定の基礎となる項目の発生がないため、記載を省略して

おります。 

 平成17年3月期 平成17年9月期 平成18年3月期 平成18年9月期 

自己資本比率 86.9％ 89.9％ 78.1％ 81.3％ 

時価ベースの自己資本比率 156.1％ 143.9％ 150.3％ 129.8％ 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．生産金額は、販売価格で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注の状況 

 当社は受注生産を行っておりません。 

(3）販売実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の

総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

ソフトウェア 1,135,136 117.3 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

ソフトウェア 1,135,136 117.3 

商品 306,522 98.5 

保守料 1,161,625 124.5 

導入指導料他  475,991 87.3 

合計 3,079,276 111.7 

相手先 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

株式会社リコー 
金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

284,449 10.3 306,330 9.9 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社及び当社の関連会社は業容に特化したパッケージソフトを開発しており、技術的に最先端のデザインを採用し

ている点に特色があります。 

研究開発活動は最新ＯＳ、最新ネットワーク技術、最新コンポーネント技術等に対応する為のもので、毎期変化し

ております。 

作業時間集計システムにより、研究開発活動に要した時間を把握し、研究開発費を計上しております。 

   現在の研究開発テーマは、アプリケーション・サーバー・フレームワーク、入出力インターフェースのコンポーネ

ント化、ＸＢＲＬ関連技術等です。 

なお当中間連結会計期間における研究開発費の総額は128,219千円となっております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 23,695,000 

計 23,695,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 7,700,000 7,700,000 
東京証券取引所 

（市場第二部） 
－ 

計 7,700,000 7,700,000 －  － 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成17年６月24日定時株主総会決議及び平成18年２月６日取締役会決議 

 （注）当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について

のみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 また、当社が併合する場合、会社分割をおこなう場合、その他これらの場合に準じて各新株予約権の目的たる

株式の数の調整の必要が生じたときは、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 700 700 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 350,000 350,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,857 同左  

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成22年６月30日 
同左  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

2,857 

1,429 
同左  

新株予約権の行使の条件 

 ・新株予約権の割当を受け

た者（以下「新株予約権

者」という）は、権利行使

時において、当社および子

会社もしくは関連会社の取

締役・監査役・執行役員・

従業員またはこれらに準ず

る地位を保有しているこ

と、或いは当社と顧問契約

を締結している場合に限

る。ただし、定年退職等、

新株予約権発行の目的に照

らし地位喪失後においても

行使が許容される場合とし

て取締役会が定める事由に

該当する場合には、取締役

会が定める期間に限り、新

株予約権を行使することが

出来る。 

 ・新株予約権者が死亡した場

合、新株予約権者の相続人に

よる本新株予約権の相続は認

めない。 

 ・その他の条件については、

本株主総会および取締役会決

議に基づき、当社と対象者と

の間で締結する新株予約権付

与契約に定めるところによ

る。 

同左  

代用払込みに関する事項  － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

（注）１．上記信託銀行の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、以下のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社   159千株 

２．タワー投資顧問株式会社より平成18年4月13日付で提出されました大量保有報告書により、平成18年3月31日現

在で540,900株（7.02％）を保有している旨の報告を受理していますが、当社として当中間会計期間末時点にお

ける所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

大量保有者   タワー投資顧問株式会社 

住所      東京都港区芝大門一丁目12番16号 住友芝大門ビル２号館２階 

保有株券等の数 株式 540,900株 

株券等保有割合 7.02％ 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成18年4月1日～ 

 平成18年9月30日 
－ 7,700,000 － 890,400 － 1,919,120 

  平成18年9月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数(千株) 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

川島 正夫 東京都練馬区 2,933 38.09 

バンクオブニューヨークジー

シーエムクライアントアカウ

ンツイーアイエスジー 

 （常任代理人 株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行） 

PETER BOROUGH COURT '133 FLEET STREE

T LONDON EC4A 2BB ,UK 

  

 （東京都千代田区丸の内2-7-1） 

396 5.14 

和田 弘子 東京都千代田区 338 4.39 

株式会社オービックビジネス

コンサルタント 
東京都新宿区西新宿6-8-1 246 3.19 

ピー・シー・エー株式会社  東京都千代田区富士見1-2-21  195 2.54 

竹田 和平  愛知県名古屋市 180 2.33 

ジェーピーモルガンチェース

シーアールイーエフジャスデ

ックレンディングアカウント 

（常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行） 

730 THIRD AVENUE NEW YORK NY 10017,USA 

（東京都千代田区丸の内2-7-1） 
169 2.19 

ドイチェバンクアーゲーロン

ドンピービーノントリティー

クライアンツ613 

（常任代理人 ドイツ証券株

式会社） 

WINCHESTER HOUSE 1 GREAT WINCHESTER 

STREET LONDON EC2N 2DB，UK 

（東京都千代田区永田町2-11-1山王パーク

タワー） 

166 2.15 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町2-11-3 159 2.07 

和田 成史 東京都千代田区 125 1.63 

計 － 4,910 63.77 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権 2個）含まれ

ております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式195,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式7,392,500 14,785 － 

単元未満株式 普通株式112,000 － 
一単元（500株）未

満の株式 

発行済株式総数 7,700,000 － － 

総株主の議決権 － 14,785 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ピー・シー・エー株式会

社 

東京都千代田区富士

見1-2-21 
195,500 － 195,500 2.54 

計 ― 195,500 － 195,500 2.54 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,820 2,640 2,445 2,280 2,220 2,250 

最低（円） 2,545 2,400 1,750 2,005 2,050 2,100 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   5,516,442   3,238,318   6,331,835  

２．受取手形及び売掛
金 

※１  714,745   819,153   1,042,882  

３．たな卸資産   3,162   2,566   3,430  

４．繰延税金資産   6,122   451,247   506,059  

５．その他   33,473   45,074   25,958  

貸倒引当金   △8,325   △5,190   △4,076  

流動資産合計   6,265,620 56.5  4,551,170 36.7  7,906,088 61.9 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1)建物及び構築物  2,579,111   2,585,986   2,583,816   

減価償却累計額  965,407 1,613,704  1,015,414 1,570,571  990,877 1,592,939  

(2）運搬具  16,668   16,668   16,668   

減価償却累計額  7,432 9,235  10,363 6,304  9,166 7,501  

(3）土地   2,766,259   2,766,259   2,766,259  

(4）その他  188,417   177,735   186,513   

減価償却累計額  154,593 33,823  140,778 36,957  157,050 29,463  

有形固定資産合計   4,423,023   4,380,093   4,396,163  

２．無形固定資産           

(1）ソフトウェア   94,135   99,636   107,998  

(2）電話加入権   10,228   10,228   10,228  

無形固定資産合計   104,363   109,864   118,227  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   206,444   204,061   244,963  

(2) 長期性預金   －   3,000,000   －  

(3) その他   99,869   158,606   114,853  

投資その他の資産
合計   306,313   3,362,667   359,816  

固定資産合計   4,833,701 43.5  7,852,626 63.3  4,874,207 38.1 

資産合計   11,099,322 100.0  12,403,796 100.0  12,780,296 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   51,544   63,256   87,329  

２．未払法人税等   298,720   328,278   532,388  

３．繰延税金負債   23,725   －   －  

４．前受収益   －   1,113,038   1,226,600  

５．賞与引当金   116,763   128,929   119,942  

６．その他   242,675   278,216   403,957  

流動負債合計   733,430 6.6  1,911,718 15.4  2,370,217 18.6 

Ⅱ 固定負債           

１．繰延税金負債   55,031   －   －  

２．長期前受収益   －   70,990   73,847  

３．退職給付引当金   198,923   227,458   211,606  

４．役員退職給与引当
金   134,340   104,787   139,260  

固定負債合計   388,294 3.5  403,237 3.3  424,713 3.3 

負債合計   1,121,724 10.1  2,314,955 18.7  2,794,930 21.9 

（少数株主持分）           

少数株主持分   － －  － －  － － 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   890,400 8.0  － －  890,400 7.0 

Ⅱ 資本剰余金   1,919,120 17.3  － －  1,919,120 15.0 

Ⅲ 利益剰余金   7,399,643 66.7  － －  7,395,464 57.8 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   23,338 0.2  － －  37,341 0.3 

Ⅴ 自己株式   △254,904 △2.3  － －  △256,959 △2.0 

資本合計   9,977,597 89.9  － －  9,985,365 78.1 

負債、少数株主持分
及び資本合計   11,099,322 100.0  － －  12,780,296 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

 １ 資本金   － －  890,400 7.2  － － 

 ２ 資本剰余金   － －  1,919,120 15.5  － － 

 ３ 利益剰余金   － －  7,580,259 61.1  － － 

 ４ 自己株式   － －  △315,847 △2.6  － － 

 株主資本合計   － －  10,073,931 81.2  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評価
差額金   － －  14,909 0.1  － － 

 評価・換算差額等合計   － －  14,909 0.1  － － 

純資産合計   － －  10,088,841 81.3  － － 

負債純資産合計   － －  12,403,796 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   2,757,126 100.0  3,079,276 100.0  6,383,419 100.0 

Ⅱ 売上原価   762,612 27.7  840,414 27.3  1,769,792 27.7 

売上総利益   1,994,513 72.3  2,238,862 72.7  4,613,627 72.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費           

１．販売促進費  66,078   65,794   173,264   

２．広告宣伝費  23,305   22,304   45,440   

３．研究開発費  132,907   128,219   170,974   

４．役員報酬給料手当  538,423   561,658   1,196,591   

５．賞与引当金繰入額  91,012   97,217   95,034   

６．退職給付費用  31,739   19,300   62,870   

７．役員退職給与引当
金繰入額  6,450   20,607   11,370   

８．法定福利費  61,677   81,921   127,716   

９．福利厚生費  7,146   4,984   13,052   

10．減価償却費  23,352   22,642   47,671   

11．賃借料  25,104   27,822   53,788   

12．支払手数料  196,821   178,248   351,681   

13．その他  248,312 1,452,331 52.6 268,277 1,499,000 48.7 516,841 2,866,298 44.9 

営業利益   542,182 19.7  739,862 24.0  1,747,328 27.4 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息及び受取
配当金  770   15,245   1,527   

２．賃貸料収入  7,941   9,490   16,062   

３．投資事業組合損益  22,862   －   17,343   

４．その他  1,730 33,304 1.2 3,807 28,543 0.9 3,086 38,019 0.6 

Ⅴ 営業外費用           

１．売上割引  90   128   202   

２．投資事業組合損益  －   4,547   －   

３．固定資産除却損  1,499   1,222   1,719   

４．その他  0 1,589 0.1 74 5,973 0.1 － 1,922 0.0 

経常利益   573,898 20.8  762,432 24.8  1,783,425 28.0 

 



  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益           

１．貸倒引当金戻入
益  －   －   4,249   

２．投資有価証券売
却益  － － － － － － 4,800 9,049 0.1 

Ⅶ 特別損失           

１．過年度売上修正
額  －   －   1,215,557   

２．関係会社株式評
価損  7,787 7,787 0.3 2,213 2,213 0.1 7,787 1,223,345 19.2 

税金等調整前中間
（当期）純利益   566,110 20.5  760,219 24.7  569,130 8.9 

法人税、住民税及び
事業税  282,344   311,644   895,008   

法人税等調整額  △47,677 234,666 8.5 32,638 344,282 11.2 △653,142 241,865 3.8 

中間（当期）純利益   331,443 12.0  415,936 13.5  327,264 5.1 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,919,120  1,919,120 

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  1,919,120  1,919,120 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   7,281,713  7,281,713 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  331,443 331,443 327,264 327,264 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  184,575  184,575  

２．役員賞与  28,939 213,514 28,939 213,514 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  7,399,643  7,395,464 

      



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 890,400 1,919,120 7,395,464 △256,959 9,948,024 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当     （注）     △199,588   △199,588 

役員賞与       （注）     △31,553   △31,553 

中間純利益     415,936   415,936 

自己株式の取得       △58,888 △58,888 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

        － 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － 184,795 △58,888 125,906 

平成18年９月30日 残高（千円） 890,400 1,919,120 7,580,259 △315,847 10,073,931 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高（千円） 37,341 37,341 9,985,365 

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当     （注）     △199,588 

役員賞与       （注）     △31,553 

中間純利益     415,936 

自己株式の取得     △58,888 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

△22,431 △22,431 △22,431 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△22,431 △22,431 103,475 

平成18年９月30日 残高（千円） 14,909 14,909 10,088,841 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

税金等調整前中間（当
期）純利益 

 566,110 760,219 569,130 

減価償却費  33,373 32,591 67,635 

無形固定資産の償却費  28,075 76,065 73,737 

関係会社株式評価損  7,787 2,213 7,787 

投資事業組合損益（利
益：△） 

 △22,862 4,547 △17,343 

投資有価証券売却益  － － △4,800 

賞与引当金の増減額（減
少：△） 

 331 8,986 3,510 

退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

 11,624 15,852 24,307 

役員退職給与引当金の増
減額（減少：△） 

 6,450 △34,472 11,370 

貸倒引当金の増減額（減
少：△） 

 － 1,114 △4,249 

受取利息及び受取配当金  △770 △15,245 △1,527 

売上債権の増減額（増
加：△） 

 179,472 223,728 △148,664 

たな卸資産の増減額（増
加：△） 

 6,299 863 6,032 

仕入債務の増減額（減
少：△） 

 △26,708 △24,072 9,075 

前受収益の増減額（減
少：△） 

 － △116,418 1,300,447 

その他の流動負債の増減
額（減少：△） 

 △129,632 △155,374 54,857 

役員賞与の支払額  △28,939 △31,553 △28,939 

その他  △8,424 △3,801 △17,006 

小計  622,186 745,244 1,905,360 

利息及び配当金の受取額  179 717 535 

法人税等の支払額  △475,539 △515,754 △857,049 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 146,826 230,207 1,048,845 

 



  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

定期預金の預入による支
出 

 △1,200 △3,001,200 △2,401 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △11,676 △12,452 △30,568 

無形固定資産の取得によ
る支出 

 △54,347 △52,880 △114,934 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △43,268 △3,057 △66,332 

その他の投資による支出  △10,879 △8,065 △4,387 

その他の投資による収入  39,079 10,162 50,687 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △82,291 △3,067,493 △167,936 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

自己株式の取得による支
出 

 △2,495 △58,888 △4,550 

配当金の支払額  △184,379 △198,541 △184,507 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △186,875 △257,430 △189,057 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額 

 △122,340 △3,094,716 691,851 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 5,632,982 6,324,833 5,632,982 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

※１ 5,510,641 3,230,117 6,324,833 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数は１社であ

り、その社名は次のとおりであ

ります。 

株式会社ケーイーシー 

(1) 連結子会社の数は１社であ

り、その社名は次のとおりであ

ります。 

同左 

(1)連結子会社の数は１社であり、

その社名は次のとおりでありま

す。 

株式会社ケーイーシー 

 (2) 連結の範囲から除外した子会

社はありません。 

(2) 連結の範囲から除外した子会

社はありません。 

(2）連結の範囲から除外した子会

社はありません。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法を適用した関連会社の

数は１社でありその社名は、次

のとおりであります。 

システムズ・デザイン株式会

社 

 なお、持分割合はゼロのため

中間連結財務諸表に与える影響

はありません。 

(1) 持分法を適用した関連会社の

数は１社でありその社名は、次

のとおりであります。 

同左 

(1)持分法を適用した関連会社の数

は１社でありその社名は、次の

とおりであります。 

システムズ・デザイン株式会

社 

なお、当該関連会社に対する持

分割合はゼロのため連結財務諸

表に与える影響はありません。 

 (2) 持分法を適用していない関連

会社（DC ASIA SDN.BHD.なお、

 DC ASIA SDN.BHD.はDESIGN AU

TOMATION ASIA SDN.BHDから名称

を変更しております。）は、中

間連結純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がない

ため持分法の適用範囲から除外

しております。 

(2) 持分法を適用していない関連

会社（DC ASIA SDN.BHD.）は、

中間連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から除

外しております。 

 なお、同社は当中間会計期間

末において清算手続きに入って

おります。 

(2) 持分法を適用していない関連

会社（DC ASIA SDN.BHD.）は、

連結純損益及び利益剰余金に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため

持分法の適用範囲から除外して

おります。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は、す

べて中間連結決算日と同日であり

ます。 

同左  連結子会社の決算日は、すべて

連結決算日と同日であります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

１．有価証券 

関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

１．有価証券 

関連会社株式 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

１．有価証券 

関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定してお

ります。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定してお

ります。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は、全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定しております。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ２．たな卸資産 

商品、原材料 

移動平均法による原価法 

２．たな卸資産 

商品、原材料 

同左 

２．たな卸資産 

商品、原材料 

同左 

 貯 蔵 品 

最終仕入原価法 

貯 蔵 品 

同左 

貯 蔵 品 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

１．有形固定資産 

建物（建物附属設備を除

く） 

定額法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

１．有形固定資産 

建物（建物附属設備を除

く） 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

１．有形固定資産 

建物（建物附属設備を除

く） 

同左 

 建物以外 

定率法 

建物以外 

同左 

建物以外 

同左 

 ２．無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェ

ア 

販売可能な見込有効期間

（３年以内）に基づく均

等償却 

２．無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェ

ア 

同左 

２．無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェ

ア 

同左 

 自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期

間（５年）に基づく均等

償却 

自社利用のソフトウェア 

同左 

自社利用のソフトウェア 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

１．貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備

えるため、下記の区分に応じ

それぞれの金額を計上してお

ります。 

(3）重要な引当金の計上基準 

１．貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

１．貸倒引当金 

同左 

 一般債権 

貸倒実績率により、回収

不能見込額を計上してお

ります。 

一般債権 

同左 

一般債権 

同左 

 貸倒懸念債権及び破産更生

債権等 

個別債権の回収可能性を

考慮した回収不能見込額

を計上しております。 

貸倒懸念債権及び破産更生

債権等 

同左 

貸倒懸念債権及び破産更生

債権等 

同左 

 ２．賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備え

るため、支給見込額のうち当

中間連結会計期間に対応する

金額を計上しております。 

２．賞与引当金 

同左 

２．賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備え

るため、支給見込額のうち当

連結会計期間に対応する金額

を計上しております。 

 ３．      － ３．役員賞与引当金 

 役員賞与の支払に備えるた

め、当連結会計年度における

支給見込額の当中間連結会計

期間負担額を計上しておりま

す。 

３．      － 

 ４．退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当中間連結会計期間末

における退職給付債務に基づ

き、発生していると認められ

る額を計上しております。 

４．退職給付引当金 

同左 

４．退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務に基づき、

発生していると認められる額

を計上しております。 

 ５．役員退職給与引当金 

 役員の退職金支給に備える

ため、役員退職金支給内規に

基づき、中間連結会計期間末

における要支給額を計上して

おります。 

５．役員退職給与引当金 

同左 

５．役員退職給与引当金 

 役員の退職金支給に備える

ため、役員退職金支給内規に

基づき、期末要支給額を計上

しております。 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (4）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(4）消費税等の会計処理 

同左 

(4）消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

固定資産の減損に係る会計

基準 

当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。  

───── 

  

  

当連結会計年度より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与

える影響はありません。  

 役員賞与引当金の計上基準

に関する会計基準 

───── 当中間連結会計期間より、「役

員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成１７年１１

月２９日）を適用しております。

これにより営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益はそれ

ぞれ10,098千円減少しておりま

す。  

───── 

 貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準 

───── 当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第

５号平成１７年１２月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号平

成１７年１２月９日）を適用して

おります。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は10,088,841千円で

す。 

なお、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、中間連結財務諸

表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

───── 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

 （中間連結貸借対照表関係） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律

第97号）が平成16年6月9日に公布され、平成16年12月1日

より適用となることおよび「金融商品会計に関する実務

指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年2月15日

付で改正されたことに伴い、前連結会計年度から投資事

業有限責任組合およびそれに類する組合への出資（証券

取引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）を

投資有価証券として表示する方法に変更いたしました。 

なお、当中間連結会計期間の「投資有価証券」に含まれ

る当該出資の額は、20,027千円であります。また、前中

間連結会計期間における投資その他の資産「その他」に

含まれる当該出資の額は、30,828千円であります。  

───── 



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── 保守料の収益認識については、従

来現金受取時に認識しており、前

中間連結会計期間においても現金

受取時に収益を認識しておりまし

たが、前連結会計年度末におい

て、「ソフトウェア取引の収益の

会計処理に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第17号 企業

会計基準委員会 平成18年3月30

日）が公表され、実務上の取扱い

が整理されたこと、保守サービス

の提供内容が契約期間にわたって

継続的に行われるようになってき

たこと及び金額的重要性が増して

きたことに伴い、保守サービスの

提供期間にわたる契約の履行に応

じて収益認識を行う処理に変更す

ることとしました。 

この結果、前中間連結会計期間に

ついて、変更後の方法によった場

合には、売上高、営業利益及び経

常利益がそれぞれ113,909千円増加

し、過年度売上修正額が特別損失

に1,215,557千円計上されるため税

金等調整前中間純利益は1,101,648

千円少なく計上されることとなり

ます。 

また、前受収益が1,029,822千円、

長期前受収益が71,825千円計上さ

れることになります。 

保守料の収益については、従来現

金受取時に認識しておりました

が、「ソフトウェア取引の収益の

会計処理に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第17号 企業

会計基準委員会 平成18年3月30

日）が公表され、実務上の取扱い

が整理されたこと、保守サービス

の提供内容が契約期間にわたって

継続的に行われるようになってき

たこと及び金額的重要性が増して

きたことに伴い、保守サービスの

提供期間にわたる契約の履行に応

じて収益認識を行う処理に変更す

ることとしました。この結果、従

来の方法によった場合と比較し

て、売上高、営業利益及び経常利

益がそれぞれ84,889千円減少し、

過年度売上修正額を特別損失に

1,215,557千円計上したため、税金

等調整前当期純利益が1,300,447千

円少なく計上されています。な

お、この変更により、前受収益を

1,226,600千円、長期前受収益を

73,847千円計上しております。 

この変更は、「ソフトウェア取引

の収益の会計処理に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第17号 

企業会計基準委員会 平成18年3月

30日）が当下半期に公表されたこ

とを受けて、当下半期から行うこ

ととなったため、中間・年度の首

尾一貫性を欠くこととなりまし

た。当中間連結会計期間において

も変更後の方法によった場合は、

売上高、営業利益及び経常利益が

それぞれ113,909千円増加し、過年

度売上修正額が特別損失に

1,215,557千円計上されるため税金

等調整前中間純利益は1,101,648千

円少なく計上されます。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加27千株は、自己株式の買付による増加であります。 

 ２．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

────── ※１．中間連結会計期間末日満期手

形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理は、手形交換日をもって決済処

理しております。なお、当中間連結会

計期間の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高に含

まれております。 

受取手形                3,972千円 

────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ────── ────── 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 7,700 － － 7,700 

合計 7,700 － － 7,700 

自己株式     

普通株式（注） 168 27 － 195 

合計 168 27 － 195 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 199,588 26.50 平成18年３月31日 平成18年６月23日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金  5,516,442千円

預入期間が３カ

月を超える定期

預金等 

△5,800千円

現金及び現金同

等物 
5,510,641千円

現金及び預金  3,238,318千円

預入期間が３カ

月を超える定期

預金等 

 △8,201千円

現金及び現金同

等物 
3,230,117千円

現金及び預金 6,331,835千円

預入期間が３カ

月を超える定期

預金等 

△7,001千円

現金及び現金同

等物 
6,324,833千円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ────── ────── 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 80,909 120,616 39,706 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 80,909 120,616 39,706 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券  

非上場株式 

その他 

63,587 

20,027 

(2)関連会社株式 2,213 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 108,091 133,304 25,212 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 108,091 133,304 25,212 



２．時価評価されていない有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  当社グループはデリバティブ取引は、全く行っておりませんので該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 当社グループは、複合金融商品に該当する定期預金で一部資金運用していますが、組込デリバティブのリスクが現

物の金融資産に及ぶ可能性はありません。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  当社グループはデリバティブ取引は、全く行っておりませんので該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 当中間連結会計期間においてストック・オプションを付与しておりませんので、該当事項はありません。 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 

その他 

63,314 

7,442 

 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 104,375 167,308 62,932 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 104,375 167,308 62,932 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 75,442 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、当連結グループは業務用ソフトの製造・

販売を行っており、当該事業以外に事業の種類が無いため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子

会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はあり

ません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,324円62銭

１株当たり中間純利益   44円00銭

１株当たり純資産額 1,344円44銭

１株当たり中間純利益    55円28銭

１株当たり純資産額 1,321円60銭

１株当たり当期純利益    39円26銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益は、潜在株式が存在して

いないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益は、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在していないため

記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益は、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在していないため

記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 331,443 415,936 327,264 

普通株主に帰属しない金額（千円） 

（うち利益処分による役員賞与金） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

31,553 

(31,553) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
331,443 415,936 295,711 

期中平均株式数（株） 7,532,768 7,523,667 7,532,502 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

－  平成17年6月24日定時

株主総会決議ストック

オプション 

 普通株式 350,000株 

なお、上記潜在株式

は、平成18年２月６日

に発生しております。 

 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ────── ────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  5,268,962   2,931,069   6,037,500   

２．受取手形 ※１ 36,648   86,436   45,370   

３．売掛金  672,617   716,441   999,191   

４．たな卸資産  2,092   2,566   2,704   

５．その他  33,662   488,935   522,827   

貸倒引当金  △7,325   △4,190   △3,076   

流動資産合計   6,006,658 55.5  4,221,259 35.0  7,604,518 61.0 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※２          

(1）建物及び構築物  1,612,448   1,569,526   1,591,796   

(2）土地  2,766,259   2,766,259   2,766,259   

(3）その他  40,281   40,460   33,864   

有形固定資産合計  4,418,990   4,376,246   4,391,920   

２．無形固定資産  101,816   107,656   115,849   

３．投資その他の資産           

(1)投資有価証券  217,584   215,201   256,103   

(2)長期性預金  －   3,000,000   －   

(3)保証金  28,343   32,255   25,993   

(4)その他  55,080   108,333   71,709   

投資その他の資産
合計  301,007   3,355,790   353,806   

固定資産合計   4,821,813 44.5  7,839,694 65.0  4,861,576 39.0 

資産合計   10,828,472 100.0  12,060,953 100.0  12,466,095 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  51,469   60,755   86,863   

２．未払法人税等  293,391   315,157   501,603   

３．繰延税金負債  23,725   －   －   

４．前受収益  －   1,113,038   1,226,600   

５．賞与引当金  103,763   115,929   103,942   

６．その他 ※３ 264,511   300,422   449,046   

流動負債合計   736,861 6.8  1,905,303 15.8  2,368,056 19.0 

Ⅱ 固定負債           

１．繰延税金負債  55,031   －   －   

２．長期前受収益  －   70,990   73,847   

３．退職給付引当金  179,346   205,658   191,105   

４．役員退職給与引当
金  121,370   90,440   125,980   

固定負債合計   355,747 3.3  367,088 3.0  390,932 3.1 

負債合計   1,092,609 10.1  2,272,392 18.8  2,758,988 22.1 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   890,400 8.2  － －  890,400 7.1 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  1,919,120   －   1,919,120   

資本剰余金合計   1,919,120 17.7  － －  1,919,120 15.4 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  222,600   －   222,600   

２．任意積立金  2,536,415   －   2,536,415   

３．中間（当期）未処
分利益  4,398,893   －   4,358,189   

利益剰余金合計   7,157,908 66.1  － －  7,117,204 57.1 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   23,338 0.2  － －  37,341 0.3 

Ⅴ 自己株式   △254,904 △2.3  － －  △256,959 △2.0 

資本合計   9,735,863 89.9  － －  9,707,106 77.9 

負債資本合計   10,828,472 100.0  － －  12,466,095 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

 １ 資本金   － －  890,400 7.4  － － 

 ２ 資本剰余金           

（１）資本準備金  －   1,919,120   －   

資本剰余金合計   － －  1,919,120 15.9  － － 

 ３ 利益剰余金           

（１）利益準備金  －   222,600   －   

 （２）その他利益剰余
金           

 プログラム準備金  －   394,664   －   

 別途積立金  －   2,000,000   －   

 繰越利益剰余金  －   4,662,715   －   

利益剰余金合計   － －  7,279,979 60.4  － － 

 ４ 自己株式   － －  △315,847 △2.7  － － 

株主資本合計   － －  9,773,651 81.0  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

 １ その他有価証券評
価差額金   － －  14,909 0.2  － － 

評価・換算差額等合
計   － －  14,909 0.2  － － 

純資産合計   － －  9,788,561 81.2  － － 

負債純資産合計   － －  12,060,953 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の要約損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   2,713,470 100.0  3,032,768 100.0  6,306,352 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１  874,538 32.2  970,711 32.0  2,051,443 32.5 

売上総利益   1,838,931 67.8  2,062,057 68.0  4,254,909 67.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  1,323,364 48.8  1,359,850 44.8  2,599,301 41.2 

営業利益   515,567 19.0  702,206 23.2  1,655,608 26.3 

Ⅳ 営業外収益 ※２  35,483 1.3  28,945 0.9  42,401 0.6 

Ⅴ 営業外費用 ※３  1,502 0.0  5,973 0.2  1,836 0.0 

経常利益   549,547 20.3  725,178 23.9  1,696,172 26.9 

Ⅵ 特別利益 ※４  － －  － －  9,049 0.1 

Ⅶ 特別損失 ※５  7,787 0.3  2,213 0.1  1,223,345 19.4 

税引前中間(当期)
純利益   541,759 20.0  722,965 23.8  481,877 7.6 

法人税、住民税及
び事業税  277,015   298,518   858,894   

法人税等調整額  △51,663 225,351 8.3 30,530 329,048 10.8 △652,720 206,173 3.2 

中間（当期）純利
益   316,408 11.7  393,916 13.0  275,703 4.4 

前期繰越利益   4,082,485   －   4,082,485  

中間(当期)未処分
利益   4,398,893   －   4,358,189  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 
  

利益剰余
金合計 

プログラ
ム準備金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 
残高 
（千円） 

890,400 1,919,120 1,919,120 222,600 536,415 2,000,000 4,358,189 7,117,204 △256,959 9,669,765 

中間会計期間中の変
動額           

剰余金の配当
（注） 

            △199,588 △199,588   △199,588 

役員賞与（注）             △31,553 △31,553   △31,553 

中間純利益             393,916 393,916   393,916 

自己株式の取得                 △58,888 △58,888 

プログラム準備金
取崩 

        △141,750   141,750 －   － 

株主資本以外の項
目の中間会計期間
中の変動額（純
額） 

                  － 

中間会計期間中の変
動額合計 
（千円） 

－ － － － △141,750 － 304,525 162,775 △58,888 103,886 

平成18年９月30日 
残高 
（千円） 

890,400 1,919,120 1,919,120 222,600 394,664 2,000,000 4,662,715 7,279,979 △315,847 9,773,651 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

37,341 37,341 9,707,106 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当（注）     △199,588 

役員賞与（注）     △31,553 

中間純利益     393,916 

自己株式の取得     △58,888 

プログラム準備金取崩     － 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△22,431 △22,431 △22,431 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△22,431 △22,431 81,455 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

14,909 14,909 9,788,561 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

商品、原材料 

 移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

商品、原材料 

同左 

(2）たな卸資産 

商品、原材料 

同左 

 貯蔵品 

 最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除

く。）………………定額法 

建物以外……………定率法 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

販売可能な見込有効期間

（３年以内）に基づく均等

償却 

(2）無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

同左 

(2）無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間

（５年）に基づく均等償却 

自社利用のソフトウェア 

同左 

自社利用のソフトウェア 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備

えるため、下記の区分に応じ

それぞれの金額を計上してお

ります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 一般債権 

貸倒実績率により、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

一般債権 

同左 

一般債権 

同左 

 貸倒懸念債権及び破産更生債

権等 

個別債権の回収可能性を考

慮した、回収不能見込額を

計上しております。 

貸倒懸念債権及び破産更生債

権等 

同左 

貸倒懸念債権及び破産更生債

権等 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備え

るため、支給見込額のうち当

中間会計期間に対応する金額

を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備え

るため、支給見込額のうち当

事業年度に対応する金額を計

上しております。 

 (3）      － (3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支払に備えるた

め、当事業年度における支給

見込額の当中間会計期間負担

額を計上しております。 

(3）      － 

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当中間会計期間末にお

ける退職給付債務に基づき、

発生していると認められる額

を計上しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務に基づき、発生

していると認められる額を計

上しております。 

 (5）役員退職給与引当金 

 役員の退職金支給に備える

ため、役員退職金支給内規に

基づき、中間会計期間末にお

ける要支給額を計上しており

ます。 

(5）役員退職給与引当金 

同左 

(5）役員退職給与引当金 

 役員の退職金支給に備える

ため、役員退職金支給内規に

基づき、期末要支給額を計上

しております。 

４．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

 (2）法人税等の会計処理 

 法人税、住民税及び事業税

の税額計算及び、法人税等調

整額の計算において、プログ

ラム準備金を利益処分により

取り崩ししたものと見なして

おります。 

(2）法人税等の会計処理 

 法人税、住民税及び事業税

の税額計算及び、法人税等調

整額の計算において、プログ

ラム準備金を取り崩ししたも

のと見なしております。 

(2)   ───── 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 固定資産の減損に係る会計

基準 

 当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与

える影響はありません。  

─────  当事業年度より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会平成

14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６

号平成15年10月31日）を適用して

おります。これによる損益に与え

る影響はありません。  

 役員賞与引当金計上に関す

る会計基準 

───── 当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成１７年１１月２

９日）を適用しております。これ

により営業利益、経常利益及び税

引前中間純利益は、それぞれ

10,098千円減少しております。  

───── 

 貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準 

───── 当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成１７年１２月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号平成１

７年１２月９日）を適用しており

ます。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は9,788,561千円です。

 なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

───── 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

 （中間貸借対照表関係）  

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律

第97号）が平成16年6月9日に公布され、平成16年12月1日

より適用となることおよび「金融商品会計に関する実務

指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年2月15日

付で改正されたことに伴い、前事業年度から投資事業有

限責任組合およびそれに類する組合への出資（証券取引

法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）を投資

有価証券として表示する方法に変更いたしました。 な

お、当中間会計期間の「投資有価証券」に含まれる当該

出資の額は、20,027千円であります。また、前中間会計

期間における投資その他の資産「その他」に含まれる当

該出資の額は、30,828千円であります。 

───── 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── 保守料の収益認識については、従来現

金受取時に認識しており、前中間会計

期間においても現金受取時に収益を認

識しておりましたが、前事業年度末に

おいて「ソフトウェア取引の収益の会

計処理に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第17号 企業会計基準委員

会 平成18年3月30日）が公表され、実

務上の取扱いが整理されたこと、保守

サービスの提供内容が契約期間にわた

って継続的に行われるようになってき

たこと及び金額的重要性が増してきた

ことに伴い、保守サービスの提供期間

にわたる契約の履行に応じて収益認識

を行う処理に変更することとしまし

た。 

この結果、前中間会計期間について変

更後の方法によった場合には、売上

高、営業利益及び経常利益がそれぞれ

113,909千円増加し、過年度売上修正額

が特別損失に1,215,557千円計上される

ため税引前中間純利益は1,101,648千円

少なく計上されることになります。 

また、前受収益が1,029,822千円、長期

前受収益が71,825千円計上されること

となります。 

保守料の収益については、従来現金受

取時に認識しておりましたが、「ソフ

トウェア取引の収益の会計処理に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第

17号 企業会計基準委員会 平成18年3

月30日）が公表され、実務上の取扱い

が整理されたこと、保守サービスの提

供内容が契約期間にわたって継続的に

行われるようになってきたこと及び金

額的重要性が増してきたことに伴い、

保守サービスの提供期間にわたる契約

の履行に応じて収益認識を行う処理に

変更することとしました。 

 この結果、従来の方法によった場合

と比較して、売上高、営業利益及び経

常利益がそれぞれ84,889千円減少し、

過年度売上修正額を特別損失に

1,215,557千円計上したため、税引前当

期純利益が1,300,447千円少なく計上さ

れています。なお、この変更により、

前受収益を1,226,600千円、長期前受収

益を73,847千円計上しております。 

 この変更は、「ソフトウェア取引の

収益の会計処理に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第17号 企業会計

基準委員会 平成18年3月30日）が当下

半期に公表されたことを受けて、当下

半期から行うこととなったため、中

間・年度の首尾一貫性を欠くこととな

りました。当中間会計期間においても

変更後の方法によった場合は、売上

高、営業利益及び経常利益がそれぞれ

113,909千円増加し、過年度売上修正額

が特別損失に1,215,557千円計上される

ため税引前中間純利益は1,101,648千円

少なく計上されます。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．中間期末日満期手形 ──────  中間期末日満期手形の会計

処理は、手形交換日をもって

決済処理しております。な

お、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であったた

め、次の中間期末日満期手形

が中間期末残高に含まれてお

ります。 

      受取手形  3,972千円 

────── 

※２．有形固定資産の減価償

却累計額 
         1,119,051千円             1,156,805千円      1,147,947千円 

※３．消費税等の表示  仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、流

動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

同左 ────── 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．減価償却実施額    

有形固定資産       31,297千円           30,328千円            63,697千円 

無形固定資産       29,263千円          77,520千円            75,817千円 

※２．営業外収益のうち重要

なもの 

   

受取利息   0千円    13,881千円     0千円 

受取配当金    769千円       1,338千円         1,523千円 

賃貸料収入      10,206千円           11,755千円            20,592千円 

 投資事業組合損益 22,862千円      －千円 17,343千円 

※３．営業外費用のうち重要

なもの 

   

売上割引    90千円     128千円       202千円 

投資事業組合損益 －千円 4,547千円           －千円 

固定資産除却損 1,412千円      1,222千円           1,633千円 

※４．特別利益のうち重要な

もの 

   

投資有価証券売却益      －千円     －千円         4,800千円 

貸倒引当金戻入益      －千円     －千円         4,249千円 

※５．特別損失のうち重要な

もの 

   

過年度売上修正額      －千円     －千円         1,215,557千円 

関係会社株式評価損 7,787千円      2,213千円     7,787千円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の増加27千株は、自己株式の買付による増加であります。 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 168 27 － 195 

合計 168 27 － 195 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ────── ────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,292円52銭

１株当たり中間純利益 42円00銭

１株当たり純資産額 1,304円42銭

１株当たり中間純利益  52円36銭

１株当たり純資産額 1,284円65銭

１株当たり当期純利益    32円41銭

 なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益について

は、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益について

は、希薄化効果を有する潜在

株式が存在しないため記載し

ておりません。 

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有する潜在

株式が存在しないため記載し

ておりません。 

   

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 316,408 393,916 275,703 

普通株主に帰属しない金額（千円） 

（うち利益処分による役員賞与金） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

31,553 

(31,553) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
316,408 393,916 244,150 

期中平均株式数（株） 7,532,768 7,523,667 7,532,502 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

－  平成17年6月24日定時

株主総会決議ストック

オプション 

 普通株式 350,000株 

なお、上記潜在株式

は、平成18年２月６日

に発生しております。 

 同左 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ────── ────── 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第26期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月26日関東財務局長に提出。 

(2)自己株券買付状況報告書 

証券取引法第24条の６第１項に基づき自己株券買付状況報告書を関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年７月31日）平成18年８月11日提出 

 報告期間（自 平成18年８月１日 至 平成18年８月31日）平成18年９月12日提出 

 報告期間（自 平成18年９月１日 至 平成18年９月30日）平成18年10月11日提出 

 報告期間（自 平成18年10月１日 至 平成18年10月31日）平成18年11月13日提出 

 報告期間（自 平成18年11月１日 至 平成18年11月30日）平成18年12月11日提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月20日

ピー・シー・エー株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 金塚 厚樹  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大谷 秋洋  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているピー・

シー・エー株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ピー・シー・エー株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月19日

ピー・シー・エー株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 金塚 厚樹  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大谷 秋洋  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているピー・

シー・エー株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ピー・シー・エー株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月20日

ピー・シー・エー株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 金塚 厚樹  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大谷 秋洋  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているピー・

シー・エー株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第26期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ピー・シー・エー株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月19日

ピー・シー・エー株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 金塚 厚樹  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大谷 秋洋  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているピー・

シー・エー株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第27期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ピー・シー・エー株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 
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